
令和６年度
水道事業予算概算要求の概要

１．水道関係予算概算要求の概要

２．新規事項

３．水道事業調査費

４．行政経費

＜参考＞

・ 水道行政の移管について
・ 水道事業予算額等の推移
・ 水道に関する広報パンフレット

令和５年８月

厚生労働省医薬・生活衛生局水道課

国土交通省水管理・国土保全局下水道部



（２）令和６年度国土交通省関係予算概算要求総括表

令和６年度予算概算要求のフレーム及び国土交通省予算概算要求概要

１．水道関係予算概算要求の概要

１．本表のほか、国土交通省所管の政府情報システムのデジタル庁一括計上分として39,106百万円がある。
２．本表のほか、東日本大震災復興特別会計（復旧・復興）46,468百万円がある。
３．防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策、現下の資材価格の高騰等を踏まえた公共事業等の実施に必要な経費については、事項要求を行い、予算編成過程で検討する。
４．前年度予算額には令和６年４月１日に厚生労働省から移管される水道整備・管理行政に係る予算額を含む。水道の前年度予算額には、生活基盤施設耐震化等交付金を含む。
５．行政経費の令和6年度には、上下水道基盤強化等補助金3,960百万円を含む。当該補助金を下水道・水道の令和6年度の額に合算すると下水道・水道合わせて対前年度比1.20倍となる。

うち「重要政策
　　　　推進枠」

(A) (B) (A/B) (C) (D) (E) (C/E)

1,196,739 996,693 1.20 1,055,524 251,395 884,019 1.19

5,144,543 4,711,096 1.09 1,996,888 507,202 1,671,083 1.19

920,191 776,228 1.19 459,565 93,610 397,584 1.16

4,211,328 3,861,777 1.09 874,370 190,543 730,657 1.20

341,744 291,846 1.17 172,118 42,603 146,871 1.17

176,716 148,404 1.19 91,555 22,888 77,295 1.18

120,841 104,357 1.16 41,868 10,467 37,190 1.13

44,187 39,085 1.13 38,695 9,248 32,386 1.19

3,385,487 2,828,511 1.20 1,650,593 423,313 1,380,489 1.20

1,338,907 1,118,477 1.20 656,283 165,514 549,190 1.20

2,046,580 1,710,034 1.20 994,310 257,799 831,299 1.20

15,200,032 13,466,151 1.13 6,209,058 1,508,666 5,210,703 1.19

33,248 26,498 1.25 24,253 6,664 19,542 1.24

15,233,280 13,492,649 1.13 6,233,311 1,515,330 5,230,245 1.19

67,808 72,555 0.93 57,547 0 57,547 1.00

15,301,088 13,565,204 1.13 6,290,858 1,515,330 5,287,792 1.19

76,525 65,938 1.16 68,125 33,061 46,714 1.46

－ － － 679,872 66,510 574,803 1.18

－ － － 7,038,855 1,614,901 5,909,309 1.19

事 項

事 業 費 国 費

令 和 ６ 年 度
要 求 ・ 要 望 額

前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
倍 率

令 和 ６ 年 度
要 求 ・ 要 望 額

前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
倍 率

治 山 治 水

道 路 整 備

港 湾 空 港 鉄 道 等

住 宅 都 市 環 境 整 備

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等

防 災 ・ 安 全 交 付 金

下 水 道

水 道

国 営 公 園 等

社 会 資 本 総 合 整 備

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金

小　　　　　　　　計

推 進 費 等

行 政 経 費

合　　　　　　　　計

一 般 公 共 事 業 計

災 害 復 旧 等

公 共 事 業 関 係 計

そ の 他 施 設

（単位：百万円）

（１）令和６年度予算概算要求のフレーム

※構造的賃上げの実現、官民連携による投資の拡大、少子化対策・こども政策の抜本強化を含め
た新しい資本主義の加速や防衛力の抜本的強化を始めとした我が国を取り巻く環境変化への対応
など、重要政策に対応する等のため、「基本方針2023」及び「新しい資本主義のグランドデザイン及
び実行計画2023改訂版」等を踏まえた重要な政策について、「重要政策推進枠」を措置
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区分

令和６年度
要求額

令和５年度
予算額

対前年度
倍率

国費 国費うち
「重要政策推進枠」

水道施設整備費：

• 国民生活を支えるライフラインである水道について、耐災害性強
化対策、水道事業の広域化、及び安全で良質な給水を確保する
ための施設整備等の取組を支援することにより、将来にわたり持
続可能で強靱かつ安全な水道を実現するための基盤強化を図る。

41,564 10,367 37,156 1.12

水道施設整備事業調査費等：

• 国が主導した実証事業等により、課題解決のための革新的な技
術について、水道事業体への普及を促進する。

304 100 34 8.94

合計 41,868 10,467 37,190 1.13

単位：百万円

水道に関する令和６年度概算要求の規模・内訳

水道施設整備関係予算

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策

現下の資材価格の高騰等を踏まえた公共事業等の実施に必要な経費

については、事項要求を行い、予算編成過程で検討する。

事項要求事項要求

※四捨五入のため合計は一致しない場合がある

上下水道基盤強化等補助金

上下水道一体で運営基盤強化の取組を推進するため新たな補助金を創設

要求額（国費）【３,９６０百万円】（皆増）

水道施設整備関係予算に関する要求方針

水道整備・管理行政の移管に伴い、水道施設整備関係予算については国土交通省に移管

事業の円滑な移管に向け、予算の総額を確保しつつ、上下水道一体の取組によるパフォーマンス
向上のため、必要な予算拡充を行う

（注１） 内閣府（沖縄県）、国土交通省（北海道、離島・奄美地域、水資源機構）計上分を含む。
（注２） 単位未満を四捨五入しているため、合計額は一致しない。
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２．新規事項

• 水道、工業用水道、下水道について、ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン期間の10年間（R4～R13）において、コンセッションに段階的に移行するための官民
連携方式（管理・更新一体マネジメント方式）を公共施設等運営事業と併せて「ウォーターＰＰＰ」として導入拡大を図る。

• 国による支援に際し、管路を含めることを前提としつつ、民間企業の参画意向等を踏まえ、対象施設を決定する。

• 地方公共団体等のニーズに応じて、水道、工業用水道、下水道のバンドリングが可能である。なお、農業・漁業集落排水施設、浄化槽、 農業水利施設
を含めることも可能である。

• 関係府省連携し、各分野における管理・更新一体マネジメント方式が円滑に運用されるよう、モデル事業形成支援を通じた詳細スキーム検討やガイドラ

イン、ひな形策定等の環境整備を進める。

（参考）新たな官民連携方式「ウォーターＰＰＰ」（参考）新たな官民連携方式「ウォーターＰＰＰ」
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（１）上下水道一体の取組の推進（１）上下水道一体の取組の推進

令和６年４月に水道整備・管理行

政が厚生労働省から国土交通省

へ移管

官民連携をはじめとする上下水

道の共通課題や研究開発に対し

て、上下水道一体の取組を推進

することが必要

水道事業の防災機能についても、

国交省のノウハウや現場力を活

用した強化が必要

背景

上下水道基盤強化等補助金の

創設

上下水道科学研究費の創設

TEC-FORCE等の防災体制・機能

の拡充・強化

概要

≪行政経費≫

＜上下水道基盤強化等補助金の創設＞

●官民連携事業等基盤強化推進事業

●IoT・新技術活用推進事業

• 官民連携の導入に向け調査、検討及び計画作成
等に関する事業を支援

• 各自治体におけるウォーターＰＰＰの導入検討に対
する定額補助
→ウォーターＰＰＰの導入の加速化を図る

• 発生する汚泥の肥料利用を行う上で必要な
検討経費、調査 機器の導入費用等を定額
支援

→汚泥の肥料利用の加速化を図る

• IoT・新技術について、実際に活用した事業を支援

→新技術等の活用による基盤強化を図る

• BCP（業務継続計画）等の作成を補助

→機能確保および持続的な事業確立
を図る

＜防災体制・機能の拡充・強化＞

・水道に関する被災対応（給水車支援）を強化

・災害発生のおそれ段階から、災害に備えた対応も、災害緊
急対応事業で負担できるように既存制度の要件緩和

→地方部局の現場力を活用した体制構築
散水車（給水装置付）による給水支援

＜上下水道科学研究費の創設＞
・上下水道で共通する課題に関する基礎研究の推進

→上下水道のシナジー効果の発揮を図る

研究のイメージ

●汚泥再生利用推進事業

●業務継続計画策定事業



（２）取水施設の耐災害性強化（２）取水施設の耐災害性強化 ≪水道施設整備費≫

令和4年台風第15号をはじめ、台風等の影響により

取水施設が被災し、大規模な断水が発生

令和５年度においても台風や梅雨前線等により、線

状降水帯が発生し、全国各地において水道施設が被

災しており、その対策は急務

背景

取水施設の被災は、大規模断水につながることを踏

まえ、土砂災害警戒区域において土砂災害等により

流出するリスクが高い取水施設の移転や土砂災害防

止のための施設整備などに対する新たな補助メ

ニューを創設

概要

（３）管路施設の強靱化（簡易水道事業）（３）管路施設の強靱化（簡易水道事業）

（４）広域連携の更なる推進による経営基盤強化（４）広域連携の更なる推進による経営基盤強化

小規模で経営基盤が脆弱な事業者が多く、施設や経営の効率化・基盤強化を図る「広域連携」を推進

背景

広域連携の更なる推進の観点から、複数の市町村で事業規模の見直し等を前提に実施する広域連携等に
対する補助を行うために制度を拡充

概要

（５）河川等災害復旧事業等の拡充（５）河川等災害復旧事業等の拡充

水道が公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法の対象施設に加わり、令和6年4月1日に施行

背景

河川等災害復旧事業等の対象施設に水道を追加するよう制度を拡充

概要

南海トラフ地震等の大規模地震が切迫している中、

簡易水道事業においても強靱化が急務

背景

災害時の重要拠点として位置づけられている施設に

配水する管路の耐震化に対する補助について、簡易

水道事業についても補助を行うために制度を拡充

概要

≪水道施設整備費≫

≪水道施設整備費≫

≪河川等災害復旧事業費補助、河川等災害関連事業費補助≫

継手部の構造

図 管路の耐震化イメージ
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令和元年台風第19号による取水門の被災状況
（神奈川県南足柄市（約6,900戸断水））



老朽化や耐震化、経営基盤の強化などの課題に対処するためには、課題解決に資する革新的技術の
開発・実装に関し、国が積極的に関与することが不可欠

水道事業調査費を拡充し、国が主体となった革新的技術の実証及びガイドライン化により、各地方公共
団体での導入を促進

３．水道事業調査費

水道施設の改築更新の効率化に関する技術の実証
効果：施設改築の効率化

ビックデータ解析やAIを用いた水道施設の劣化状況

を効率的・効果的に把握するための点検調査に関す
る実証

効果：施設管理の効率化、予測精度の高度化など適正な施
設管理につながる技術

緊急時に利用可能な可搬型浄水施設の適用に関す
る実証

効果：防災・減災対策に資する技術、水質改善に資する技術

＜技術実証事業のテーマのイメージ＞

（参考）下水道革新的技術実証事業（参考）下水道革新的技術実証事業

水道分野における革新的技術実証事業（水道版B-DASHプロジェクト）水道分野における革新的技術実証事業（水道版B-DASHプロジェクト）

1.配管・漏水データ
の取得／整理

2.環境ビッグデータの活用

3.AI/機械学習
による計算

4．破損リスクの
可視化

＜ビックデータ解析やAIを用いた水道施設の劣化状況把握のイメージ＞
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②官民連携等基盤強化支援事業（継続）【２０百万円】

４．行政経費

【 】内は要求額（国費）

形成した官民連携モデルの横展開や導入の機会の創出、国際展開に関する官民のマッチング及

び案件発掘調査を支援することで、官民連携事業の導入や国際展開を推進する。

①給水装置等対策費（継続） 【６百万円】

水道水をより安全に供給するためには、給水装置の構造材質基準の適宜見直しが必要であり、新技

術や新材料等に対応するための施工技術調査や国内製品の基準項目に関する調査を行うとともに、

諸外国における各種基準や規制方法等について整理・把握を行う。

③水道の基盤強化方策推進事業（継続）【１２百万円】

水道の基盤強化の先進・優良事例の横展開を行うとともに、資産管理、広域連携、官民連携等の

取組が停滞している水道事業者等が抱える様々な課題に対し、有効な対応策の調査・検討等を行

うことにより、水道の基盤強化の加速化を図る。

④水道施設強靱化推進事業費（継続）【１２百万円】

耐震化等に関する先進事例を調査するとともに、これを体系的に取りまとめた上で水平展開を図り、

水道事業者等における強靱化を促進する。

大学や民間企業等の研究機関に対して、上下水道事業の持続・進化に必要な研究・技術開発へ

の助成を行うことによって、より効率的・効果的な上下水道事業を推進する。

⑥上下水道科学研究費（再掲）（継続・拡充）【３５百万円】

⑤水道国際協力等経費（継続）【1７百万円】

産学官の水道専門家で構成する検討委員会を設置し、水道分野の国際協力を取り巻く現状や課

題について調査、検討するとともに、解決の方策や協力の方針を提言する。加えて、水道分野の支

援ニーズに基づき、我が国の水道専門家が援助要請に必要な水道プロジェクト計画の作成について

現地で指導することにより、相手国の計画策定能力の向上を図るとともに、我が国の知見や経験が

十分に発揮される案件形成を促進し、効果的な国際協力を推進する。
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⑦上下水道基盤強化等補助金（再掲）（新規）【３,９６０百万円】

新たな官民連携手法である「ウォーターPPP」の導入やIoTなど新技術の活用、汚泥の肥料利用等と

いった上下水道両分野に共通する施策を推進する。



「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づく水道の耐災害性強化「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づく水道の耐災害性強化

国土強靱化に関する施策を効率的に進めるため、平成30年7月豪雨災害等の最近の災害による生
活への影響を鑑み実施された重要インフラの緊急点検の結果等を踏まえて策定された「防災・減災、
国土強靱化のための３か年緊急対策」（平成30年12月14日閣議決定）に基づき、自然災害により断
水のおそれがある水道施設の停電対策・土砂災害対策・浸水災害対策及び水道施設・基幹管路の
耐震化を集中的に推進

近年激甚化する風水害や切迫する大規模地震への対策等について、更なる加速化・深化を図るため
に策定された「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（令和２年12月11日閣議決定）
に基づき、新たな中長期目標を掲げ、これら耐災害性強化対策を加速化・深化させ、自然災害発生
時の大規模かつ長期的な断水のリスクを軽減する

「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」
（令和３年度～令和７年度）

「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」
（平成30年度～令和２年度）

●停電対策（自家発電設備の整備等）

基幹となる浄水場（1事業体１施設。以下同じ）のうち、停
電により大規模な断水が生じるおそれがある施設

緊急対策実施箇所数：１３９ヵ所

2,000戸以上の給水を受け持つなど影響が大きい浄水場（1事業

体１施設以上。以下同じ）の停電対策実施率

現状67.7％（令和元年度）⇒目標77％（令和７年度）

●土砂災害対策（土砂流入防止壁の整備等）

基幹となる浄水場のうち、土砂災害により大規模
な断水が生じるおそれがある施設

緊急対策実施箇所数： ９４ヵ所

2,000戸以上の給水を受け持つなど影響が大きい浄水場で土
砂警戒域内にある施設の土砂災害対策実施率

現状42.6％（令和元年度）⇒目標48％（令和７年度）

●浸水災害対策（防水扉の整備等）

基幹となる浄水場のうち、土砂災害により大規模
な断水が生じるおそれがある施設

緊急対策実施箇所数： １４７ヵ所

2,000戸以上の給水を受け持つなど影響が大きい浄水場で浸
水想定区域内にある施設の浸水災害対策実施率

現状37.2％（令和元年度）⇒目標77％（令和７年度）

●施設の地震対策（耐震補強等）

耐震性がなく、耐震化の必要がある水道施設
耐震化率の引き上げ（浄水場３％、配水場４％）

浄水場の耐震化率
現状30.6％（平成30年度）⇒目標41％（令和７年度）

配水場の耐震化率
現状56.9％（平成30年度）⇒目標70％（令和７年度）

●上水道管路の耐震化

基幹管路の耐震適合率の目標（令和４年度末までに
50％）達成に向けて耐震化のペースを加速

基幹管路の耐震適合率（加速化のペースを維持）

現状40.3％（平成30年度）⇒目標54％（令和７年度）
※達成目標の変更

50％（令和４年度）→60％（令和10年度）

土砂流入防止壁のイメージ
浸水災害対策のイメージ

配水池の耐震化工事
（内面からの壁・柱等の補強）
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第２章 新しい資本主義の加速 ２．投資の拡大と経済社会改革の実行
（２）グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）等の加速

（グリーントランスフォーメーション（ＧＸ））
• まちづくりＧＸを含むインフラの脱炭素化を更に進めるとともに、森林吸収源対策等を加速する。 （本文P9）

（デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）、ＡＩへの対応）
• デジタル臨時行政調査会が示したアナログ規制約１万条項の見直し工程表※ に沿って、2024年６月までを 目途に、

一括して規制を見直す。 (本文P10) ※ 令和４年12 月21 日デジタル臨時行政調査会決定。

第３章 我が国を取り巻く環境変化への対応
１．国際環境変化への対応
（２）経済安全舗装施策の推進

• 経済安全保障推進法※の着実な実施と取組の更なる強化を行う。(本文P27) ※令和５年６月13日閣議決定。

• 基幹インフラの事前審査制度及び特許出願の非公開制度の2024年春の円滑な施行に向け、必要な周知等を行うとと
もに、関係省庁における必要な体制を整備する。重要なインフラ分野については、同盟国・同志国等と協調しつつ、国
際通信における自律性向上も含め、脆弱性解消に向けたインフラ強靱化に取り組む。(本文P27)

（５）対外経済連携の促進、企業の海外ビジネス投資促進
（対外経済連携の促進）

• 相手国ニーズに応じた案件形成支援の強化など、インフラシステム海外展開戦略※ に基づく施策を着実に進める。
(本文P31) ※「インフラシステム海外展開戦略2025（令和５年６月追補版）」（令和５年６月１日経協インフラ戦略会議決定）。

２．防災・減災、国土強靱化、東日本大震災等からの復興
（防災・減災、国土強靱化）

• 激甚化・頻発化する自然災害※ 、インフラ老朽化等の国家の危機から国民の生命・財産・暮らしを守り、国家・社会の
重要な機能を維持するため、「国土強靱化基本計画」に基づき、現下の資材価格の高騰等も踏まえ、必要・十分な予
算を確保し、自助・共助・公助を適切に組み合わせ、女性・こども等の視点もいかしつつ、ハード・ソフト一体となった取
組を強力に推進する。 (本文P31～P32) ※南海トラフ地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等の大規模地震・津波災害、気象災害、火山災害等。

• ５か年加速化対策※ 等の取組を推進し、災害に屈しない国土づくりを進める。 (本文P32)
※「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（令和２年12月11日閣議決定）。

• 将来の気候変動の影響を踏まえた流域治水※1 、インフラ老朽化対策の加速化等※2 の「国民の生命と財産を守る防
災インフラの整備・管理」、・・・（中略）・・・を新たな施策の柱とし、国土強靱化にデジタルと地域力を最大限いかす。
(本文P32)
※1 気候変動を踏まえた治水計画の見直しや洪水予報河川の拡大を含む。
※2 盛土の安全確保対策の推進、森林整備・治山対策の推進、学校をはじめ避難所等の防災機能 の強化、グリーンインフラの活用、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ、国土地理院及び災害時に高度な技術力を

要する現地調査や応急対策等の支援を行う研究機関等の防災体制・機能の拡充等。

（東日本大震災等からの復興）
• 災害からの復旧・復興に全力を尽くす。 (本文P33)

第４章 中長期の経済財政運営
３．生産性を高め経済社会を支える社会資本整備

• 中小建設企業等におけるＩＣＴ施工やＢＩＭ／ＣＩＭ※の普及拡大等によるi-Constructionの推進、ドローン・センサネット
ワーク等による管理の高度化、国土交通データプラットフォーム等によるインフラデータのオープン化・連携拡充、行政
手続のオンライン化の徹底等により、生産性を高めるインフラＤＸを加速する。(本文P40)

※Building/Construction Information Modeling, Managementの略。３次元モデルの導入等により、関係者のデータ活用・共有を容易にし、事業全体における一連の建設生産・管理システムの効率

化を図ること。

• 広域的・戦略的なインフラマネジメントの実施、新技術・デジタルの活用促進等により、予防保全型メンテナンスへの本
格転換や高度化・効率化、公的ストック適正化を推進する。 (本文P40)

• 健全な水循環の維持・回復により、安定的な水供給の確保を図る。あわせて、水道整備・管理行政につい て、改正法
※1に基づき、上下水道一体で取り組む体制を構築※2し、機能強化を図るなど、総合的な水行政を推進する※3 。
(本文P40)
※1 生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律（令和５年法律第36号）。
※2 現場支援を担う地方整備局等の体制整備を含む。
※3 あわせて、地域の実情も踏まえ、浄化槽を含む汚水処理施設の利活用を推進。

• 公共サービスを効率的かつ効果的に提供するＰＰＰ／ＰＦＩ ※1 について、改定アクションプラン※2 に基づき、各重点
分野における事業件数目標の達成と上積みを視野に、取組を推進する※3 。 (本文P41）
※1民間の資金・ノウハウを公共施設等の建設、維持管理、運営等に活用する手法。自律的な展開基盤の早期形成のため、2022～2026年度を重点実行期間としている。
※2 「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（令和５年改定版）」（令和５年６月２日民間資金等活用事業推進会議決定）。
※3重点分野で従来の計70件に加え、2031年度までに計575件の新たなターゲットを設定。

• 上下水道の所管の一元化を見据えたウォーターＰＰＰ※や、スモールコンセッション、ＬＡＢＶ等のスキームを確立し、導
入拡大を図る。 (本文P41） ※水道・下水道・工業用水道の水道３分野において、公共施設等運営事業及び当該事業に段階的に移行するための官民連携方式を導入するもの。

４．国と地方の新たな役割分担等
• デジタル技術の活用等による地方自治体の業務効率化や、公営企業の経営戦略改定の更なる推進など、改革工程表

に沿って地方行財政改革に着実に取り組む。 (本文P41)

経済財政運営と改革の基本方針 2023 （R5.6.16閣議決定） 水道関連部分抜粋

加速する新しい資本主義 ～未来への投資の拡大と構造的賃上げの実現～

経済財政運営と改革の基本方針 2023 （R5.6.16閣議決定） 水道関連部分抜粋

加速する新しい資本主義 ～未来への投資の拡大と構造的賃上げの実現～
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新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版

（R5.6.16閣議決定） 水道関連部分抜粋

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版

（R5.6.16閣議決定） 水道関連部分抜粋

Ⅵ．社会的課題を解決する経済社会システムの構築
４．コンセッション（PPP/PFIを含む）の強化

• 公共施設の民間事業者による運営を行うコンセッション（公共施設等運営事業）等を加速する。（本文P54）

Ⅷ．経済社会の多極化
１．デジタル田園都市国家構想の実現
（１）デジタル田園都市国家の実現に向けた基盤整備・中山間地の生活環境改善

①規制・制度の一括改革と実証事業の実施

• 来春を目途に７項目のアナログ規制等に関する法令（１万条項）及び通知・通達等（2,500条項）について、法令
改正等の見直しを実施する。 （本文P60）

（３）デジタル田園都市国家構想の前提としての安心の確保
④国土強靱化、防災・減災投資の加速

• 「国土強靱化基本計画」に基づき、必要・十分な予算を確保し、ハード・ソフト一体となった取組を強力に 推進す
る。 （本文P64）

• 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を推進するとともに、中長期的・継続的・安定的に 取組
を進めることが重要であり、対策後の国土強靱化の着実な推進に向け、改正国土強靱化基本法に基 づき、検
討を行う。 （本文P64）

Ⅹ．個別分野の取組
５．福島をはじめ東北における新たな産業の創出

• 東日本大震災からの復旧・復興に全力を尽くす。 （本文P68）

成長戦略等のフォローアップ （R5.6.16閣議決定） 水道関連部分抜粋成長戦略等のフォローアップ （R5.6.16閣議決定） 水道関連部分抜粋

Ⅲ．「社会的課題を解決する経済社会システムの構築」関連のフォローアップ

• 「PPP/PFI推進アクションプラン（令和５年改定版）」（令和５年６月２日民間資金等活用事業推進会議決定）に基
づき、空港、交通ターミナル、スタジアム・アリーナでの公共施設等運営事業等の実施を加速化するほか、成果
連動型民間委託契約方式の事業数を増加させる。 （本文P9～P10）

Ⅳ．「経済社会の多極化」関連のフォローアップ
１．「デジタル田園都市国家構想の推進」関連

（インフラの整備）

• 広域的・戦略的なインフラメンテナンス、インフラＤＸ、コンパクト・プラス・ネットワークの取組等を進める。（本文
P12）

２．「企業の海外ビジネス投資の促進」関連

（インフラシステム海外展開）

• 「インフラシステム海外展開戦略2025（令和５年６月追補版）」に基づき、デジタル技術を活用したインフラシステ
ム案件の組成、デジタル技術の特性を踏まえたソフトインフラ等の海外展開等を支援する。（本文P16）
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近年の豪雨災害による被害と対応について近年の豪雨災害による被害と対応について

近年の自然災害による水道の被害状況

令和5年6・7月の大雨における水道施設の被害と対応

6月28日～7月16日の間に活発な梅雨前線の影響により大雨となり、大分県、長野県、山口県、熊本県、静
岡県、島根県、福岡県、石川県、秋田県の22事業体において、水道施設が被災したことにより断水が発生
（断水戸数合計：約19,800戸）

主な被災は、①浄水場等浸水によるポンプ機能停止、②土砂崩れ等による管路損傷、③添架管流出、④停
電等による機能停止や⑤濁度上昇による取水停止によるものであり、すべて応急復旧を実施済み。

山口県
・美祢市（断水：7/1～7）
・下関市（断水：7/1～13）

福岡県
・久留米市（断水：7/10～21）
・朝倉市（断水：7/10）
・東峰村（断水：7/10～12）

熊本県
・八代市（断水：7/4）
・美里町（断水：7/4）
・西原村（断水：7/3）
・御船町（断水：7/3～4）
・山都町（断水：7/3～4）

静岡県
・島田市（断水：7/5）

大分県
・中津市（断水：7/10～16）
・杵築市（断水：7/10～12）
・九重町（断水：6/30～7/1）

石川県
・かほく市（断水：7/13）
・津幡町（断水：7/12～15）

長野県
・飯島町（断水：7/1）

島根県
・大田市（断水：7/9～10）

秋田県
・秋田市（断水：7/15～27）
・男鹿市（断水：7/15～20）
・八峰町（断水：7/15～25）
・五城目町（断水：7/16～26）
・井川町（断水：7/17）

①②

②③

②③
④

②③
⑤

④

②

②
④

⑤

①②
③⑤

五城目町 浄水場浸水によるポンプ停止

八峰町 土砂崩れによる管路破損

※1 家屋等損壊地域、全戸避難地区、津波地区等を除く
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水道整備・管理行政の移管について

水道法等による権限を厚生労働大臣から国土交通大臣及び環境大臣に移管すること等を内容とする
「生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律」が令和５年５月19日に成立
国土交通省に水道整備・管理行政移管準備チームを設置し、令和６年４月１日の施行期日に向けて水
道整備・管理行政の円滑な移管を図る

令和６年度の水道整備・管理行政の移管に先駆け、厚生労働省と国土交通省において災害対応強化の一環として、
「災害時における国土交通省による水道事業体等への応援ルール（暫定版）」を令和５年５月26日に策定。
応援ルール（暫定版）において情報連絡、応急給水や応急復旧等の応援に関する留意事項等を整理するとともに、
給水機能散水車等国土交通省が保有する資機材等について情報を共有。

男鹿市内で約4,000戸、五城目
町で約3,500戸の水道断水が発
生し、国土交通省による給水
支援として散水車を水道事業
体へ派遣。

【ルール活用実績】
暫定版ルールを踏まえた「給水機能
付散水車」による応急給水
（秋田県男鹿市、五城目町）
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【参考】

生 活 衛 生 機 能 強 化 法 の 概 要

１．水道整備・管理行政の機能強化

○水道に関する水質基準の策定その他の水質又は衛生に関する事務は環境省に、それ以外は国土交通省に移管
○国土交通省に移管された事務の一部を地方整備局長又は北海道開発局長に委任
○公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法及び社会資本整備重点計画法の対象施設に水道を追加

２．所掌事務等の見直し

○厚生労働省、国土交通省、環境省の所掌事務等に係る規定について所要の見直しを実施

３．施行期日

令和６年４月１日

「 水 道 整 備 ・ 管 理 行 政 移 管 準 備 チ ー ム 」 等 の 設 置

１．国土交通省本省に移管準備チームを設置（令和５年５月２３日）

◇チーム長：
●大臣官房 総括審議官

◇チーム長代理：
●大臣官房 技術審議官
●水管理・国土保全局 下水道部長

◇メンバー：
●大臣官房 総務課長、人事課参事官、会計課長、技術調査課長
●水管理・国土保全局 総務課長、河川計画課長、下水道企画課長、下水道事業課長

◇オブザーバー：
●厚生労働省 医薬・生活衛生局 水道課長
●環境省 水・大気環境局 水環境課長（当時）

※チーム内に問い合わせ窓口を設置

２．国土交通省地方整備局等にも移管準備室を設置

設置式の様子（令和５年５月２３日）

水 道 の 災 害 対 応 に つ い て
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水道に関する広報パンフレット

https://www.mhlw.go.jp/content/001074489.pdf
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